
Ⅰ．はじめに
役員退職給与の算定方法には、功績
倍率法と1年当たり平均額法がありま
す。
功績倍率法のうち、特に同業類似法
人の功績倍率の平均値を使用する平均
功績倍率法は、「同業類似法人間に通
常存在する諸要素の差異やその個々の
特殊性が捨象され（注1）」るため、同
業類似法人の抽出が合理的に行われる
限り、法人税法34条及び法人税法施行
令70条の趣旨に最も合致する合理的な
方法とされています。
一方、昨年10月に、功績倍率法を採
用して役員退職給与を支給していた事
案に対し、平均功績倍率の1．5倍の功
績倍率を認めた東京地裁の判決が出ま
した。今回は、その控訴審判決も併せ
てご紹介いたします。

Ⅱ．事案の概要と国の主張
本件は、ミシン部品の製造及び販売
等を行うＡ社が、死亡退職した元代表
取締役甲への退職慰労金の支給額を損
金の額に算入して法人税の確定申告を
したところ、三条税務署長が、本件役
員退職給与の額のうち不相当に高額な
部分の金額があるとして、法人税の更
正処分等を行った事案です。
Ａ社は、甲の役員退職給与を下記の
計算式で算出していました。

＜計算式＞
240万円（最終報酬月額）×27年（勤
続年数）×5（役員倍数）×1．3（功
労加算）＝4億2120万円

Ａ社は、平成21年8月期に、4億2
千万円を支給し、全額損金の額に算入
しています。
これに対し、国は、同業類似法人（5
法人）の平均功績倍率が3．26であるこ
とから、240万円（最終報酬月額）×
27年（勤続年数）×3．26（平均功績倍
率）＝2億1124万8千円を超える部分
は、不相当に高額な部分の金額である
としています。

Ⅲ．平均功績倍率の1．5倍の
功績倍率を認めた東京
地裁と加算を認めなか
った東京高裁の判断
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1、東京地裁の判断
⑴平均功績倍率法の合理性
平均功績倍率法は、その同業類似法

人の抽出が合理的に行われ、かつ、そ
の平均功績倍率を当該法人に適用する
ことが相当と認められる限り、法人税
法34条2項及び法人税法施行令70条2
号の趣旨に合致する合理的な方法とい
うべきである。
⑵平均功績倍率に加算をすることにつ
いて
① 同業類似法人間における平均功績
倍率は、同業類似法人の抽出が合理的
に行われる限り、役員退職給与として
相当であると認められる金額を算定す
るための合理的な指標となるものであ
るが、あくまでも同業類似法人間に通
常存在する諸要素の差異やその個々の
特殊性を捨象して平準化した平均的な
値であるにすぎず、本来役員退職給与
が当該退職役員の具体的な功績等に応
じて支給されるべきものであることに
鑑みると、平均功績倍率を少しでも超
える功績倍率により算定された役員退
職給与の額が直ちに不相当に高額な金
額になると解することはあまりにも硬
直的な考え方であって、実態に即した
適正な課税を行うとする法人税法34条
2項の趣旨に反することにもなりかね
ず、相当であるとはいえない。
② 法人税の納税者は、法人税法施行
令70条2号所定の考慮要素である「そ
の内国法人と同種の事業を営む法人で
その事業規模が類似するものの役員に
対する退職給与の支給の状況」を考慮
するに当たり、公刊物等を参酌するこ
とで支給の状況を相当程度まで認識す

ることが可能であるとは解されるもの
の、被告が行う通達回答方式のような
厳密な調査は期待し得べくもないか
ら、このような納税者側の一般的な認
識可能性の程度にも十分に配慮する必
要があり、役員退職給与として相当で
あると認められる金額は、事後的な課
税庁側の調査による平均功績倍率を適
用した金額からの相当程度の乖離を許
容するものとして観念されるべきもの
と解される。
③ このように考えると、少なくとも
課税庁側の調査による平均功績倍率の
数にその半数を加えた数を超えない数
の功績倍率により算定された役員退職
給与の額は、当該法人における当該役
員の具体的な功績等に照らしその額が
明らかに過大であると解すべき特段の
事情がある場合でない限り、同号にい
う「その退職した役員に対する退職給
与として相当であると認められる金
額」を超えるものではないと解するの
が相当であるというべきである。
2、東京高裁の判断
⑴平均功績倍率法の合理性
平均功績倍率法は、同業類似法人に
おける功績倍率の平均値を算定するこ
とにより、同業類似法人間に通常存在
する諸要素の差異やその個々の特殊性
を捨象して平準化された数値を出すこ
とに意義があるのだから、類似法人の
中に算出された平均値より不相当に高
い功績倍率を用いた法人があったとし
ても、平均値を算定することの合理性
は失われない。
⑵平均功績倍率に加算をすることにつ
いて
① 本件平均功績倍率は、被控訴人の
同業類似法人の抽出を合理的に行った
上で、法人税法34条2項及び法人税法
施行令70条2号の趣旨に最も合致する
合理的な方法で算定されたものである
から、甲の最終月額報酬額（240万円）
に同人の勤続年数（27年）及び本件平
均功績倍率（3．26）を乗じた金額であ
る2億1124万8千円は甲に対する退職
給与として相当であると認められる金
額である。
② 当該退職役員及び当該法人に存す

る個別事情であっても、法人税法施行
令70条2号に例示されている業務に従
事した期間及び退職の事情以外の種々
の事情については、原則として、同業
類似法人の役員に対する退職給与の支
給の状況として把握されるべきもので
あり、同業類似法人の抽出が合理的に
行われる限り、役員退職給与の適正額
を算定するに当たり、これを別途考慮
して功労加算する必要はないというべ
きであって、同業類似法人の抽出が合
理的に行われてもなお、同業類似法人
の役員に対する退職給与の支給の状況
として把握されたとはいい難いほどの
極めて特殊な事情があると認められる
場合に限り、これを別途考慮すれば足
りるというべきである。
③ 甲の役員在任中の功績について検
討すると、甲は、被控訴人の経理及び
労務管理を担当して約8億円の債務完
済に何らかの貢献をしたことが認めら
れるが、これに関する甲の具体的貢献
の態様及び程度は必ずしも明らかでは
なく、同業類似法人の合理的な抽出結
果に基づく本件平均功績倍率（公刊資
料によって認められる数値に照らして
も、有意なものと十分推認することが
できる。）によってもなお、同業類似
法人の役員に対する退職給与の支給の
状況として把握されたとはいい難いほ
どの極めて特殊な事情があったとまで
は認められない。

Ⅳ．おわりに
この判決については、主要な税務雑
誌に解説が掲載されています。どの雑
誌の何頁に掲載されているかは、「検
索結果詳細」の「関連雑誌目次」でみ
ることができます。ただし、著作権の
関係上、雑誌の目次のみで、雑誌に掲
載された原稿については、収録してお
りませんので、ご了承ください。

（注1）平成25年3月22日東京地裁（Ｚ263
－12175）
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